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論 文 内 容 の 要 旨

日本農業 は内外 の厳 しい環境の もとで、 危機 的な状況 をみせて いる。 なかで も、水稲作を 中

心 に展開 してきた農村社会は、激動 の時代 を迎 えて久 しい。一方で は 「減反」や 「米 の自由化」

が進展す るなかで コス トダ ウンの重圧がかか り、 機械化、兼業 化の荒波のなかで、稲作経営の

共同化、請負化 を推 し進めざ るをえない。他 方では経営の担い手のあ り方が問題 とな ってい る。

後継者難が深刻化 し、農村社会 とい う地域 の存続 その ものす らが危ぶ まれるよ うな状況になっ

て いる。

本論文は、 このような 日本農業 と農村社会の諸問題について 、今 日の農村 社会 において、農

業生産 組織が いか に形成 され、 展開 しているのか、そ して、そ こでの農 民が どのよ うな農 家経

営 を志向 して いるのか、その ことによって農村社 会はいか に維持 され てい くのか、 という論点

を機軸 に、 山形県庄内地方の水稲 単作地帯 を対 象地 として、過 去20年 間にわた って実施 してき

た事 例調査研究 の成果で ある。農業 生産組織 および農民の営農志 向を検 討す る にあたって、水

稲作 とい うかたちで対象 を限定す るのは、水稲作 が 日本農業 の基幹 となって お り、 かつまた、

本論文が とりあげている時期が米 の生産調整 によって大 きな変動 をみせ ているか らである。そ

こで、稲作 生産 組織の変容、そ して稲作農 民の営農志 向を、高度経済成長以 降の時 系列的 な追

跡、す なわち事例調査研究 によって 明 らか に した。そ の意 味で は、事例調査研究 のなかで も、

いわば 「定点観測」 的な もので ある。 高度経済成長以降、稲作農業ひ いては 日本農業、そ して

稲作農 民、 農村社会 は大き く翻弄 されて きた。そ う した、大 きな変動 を経て きた農村社会 のあ

りようを、典型 的な水稲単作地帯で ある山形県庄 内地方 に 「観測地点」 を固 めて、そ こで の変

動過程 の事 例調査 を通 じて明 らか にした ので ある。
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本論文 は、序章で 問題 の所在お よび方法 と構成を示 した。 本論 では、 これまでの農業生産組

織論 を検 討す る ことによって、今 日の時点での到達点 と問題点 を指摘 し、つぎ に、 山形県 庄内

地方 を対象地 とした事例調査 にもとつ いて、水稲単作地帯 における稲作 生産 組織の変 容 と稲作

農民 の営農志 向の現状 とを検討 した。すなわち、第1章 「農業 生産組織 論の検 討」 では、農村

社会 にお ける現実 的な課題 に相応す るかたちで展開されて きた農 業生産 組織論 を、農 家経営、

共 同化、村落構造 とのかかわ りで検討 した。第H章 「水稲集 団栽培 の解体 と営農志 向の分化」

では、1970年 代後 半に焦点 を当て、庄 内地方特有 の水稲集団栽培が崩壊 した後 の状況 とそ こで

の営農志 向のあ り方 とを、統計資料や事例集落の分析、営農志 向調査 によって析 出 した。第 皿

章 「有志共 同組織 の展開 と営農志 向の多様化」 では、1980年 代前半 にお ける、 さまざまな有志

共 同の形態 と営農志 向の方向性の多様化 を、統計資料 の分析、事例集落 の相 互比較、 営農志 向

の典型事例 によって追跡 した。第IV章 「農家経営 の合理化 と営農志 向の3類 型」 では、1980年

代後半 に実施 した農家調査 を中心 として、統計資料、経営事例、営農志 向調査 をま じえなが ら、

稲作農業組織 と営農志向 の停滞状況 をとらえた。第V章 「稲作 生産組織 の現状 と営農志 向の変

容」で は、1990年 代前半か ら後半 にか けて の、稲作生産 組織の方向性 と営農志 向の動 きを、統

計資料 の分析、事例集落の解明、農家調査 によって提示 した。終章 は結論で ある。 このように、

本論文は、 山形県 庄内地方における事例調査研究 にもとつ いて、稲作生産組織 の展 開過程 と稲

作農民 の営農志向 の変容過程 を明 らか にし、水稲作 中心 の農村社会 の今後 を展望す る ものであ

る。

本論文 の課題 を明 らか にするため に、 まず は、農業お よび農村 の状況 を 日本農村社 会学 の歩

み を中心 に振 り返 る。

第二次世界大戦の終了 とともに 日本社会は大き く変動 した。農地改革 は、戦 前の寄 生地主制

を基本的 に解体 して戦後 自作農 を創出 し、 日本農業 はこの新たな 生産 力層が担 い手 となって発

展 した。 「民主化」が川頁調 に進 まな い という状況 のなか で、農村 の 「民主化」や近 代化 にとっ

て障壁 となる無視 しえない要 因 として、全体社会 の経済的な基礎構造 には還元で きな い農村社

会の独 自性があ らためて浮き彫 りとな る。 日本農村社会学 にお いては、農地改革 の不徹底性 を

「村落共 同体」の残存のなか に見いだそ うとする立論 を中心 に、共 同体論争 が展 開され た。

だが、 日本農…業の現実の動きはそ のような理論的な地平 をこえて進行 して いった。1950年 代

後 半か ら1970年 代初頭にかけての高度経済成 長によって 日本社会は激動す る。農業 にお いて も、

「基 本法農 政」 の展開によって、農業 生産 の基盤整備、 自立農家 の育成な どの近代化政策が推

進 される。他方 で、農村か らの労働 力流 出、農業技術の変化、都市的生活様式 の浸透な ど、農

村社 会の構造 は一変 した。 こうした状況 をふ まえて、農村社会 における共 同関係や共 同規制が

よってきたる所以 を農 民層分解 の停滞性 に求 め、農民層分解の進展が 「村落共 同体」 を解体す

る とい う農 民層分解論 が提示 され た。

この高度経済成 長によって もた らされ た農 民層分解は、現実 には ごく一部 の上層農が上昇発

展 したに とどまった。それ は、全般 的な落層化 といえるよ うな傾向 を示 し、兼業化 と離農離村

が あいついだ。総農家戸数 の減少 のなかで の専業農家の激減 と第2種 兼業農家の激増 という兼

業化 の深 化、 野菜、畜産、養鶏 な どの商 品生産農業 の展 開、集 落 と生産 組合 の機 能的分離 と

いった農村 内の諸組織 の機能集 団化な ど、農村社会の都 市化が急 速にお しすすめ られた。 そ こ

で、 こう した構造変化 をとらえ ようと、農村社会 における特有 の社会構 造その ものが崩壊 しっ

つ ある とい う 「む らの解体」が論 じ られた。
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さ らに1980年 代にはいると、「国際化」の嵐 のなかで 日本農 業の存在そ のもの の消長が問われ

て きた。 日本農業そ のものの危機的状況が、 まさに農家生活や 農村地域 におけ る環境破壊 を も

た らそ うと してお り、それ にともな う諸問題が噴出 した。それ とともに、農 村 のあ り方 も急速

な変貌 をみせて いる。農村 自治や農村計画、土地所有のあ り方 な どをめ ぐって多様な議論 が展

開 された。 そのなかで も、稲作農業は、1970年 代 に本格化 した米 の生産調整 とい う未曽有の農

政 の影 響 を大 き く受けた。 さ らに、1990年 代 にいた る と 「米 の自由化」 が展 開 され、 これまで

水稲単作 とい う特徴的な農家経営をすすめて きた地方 にお いては、 きわめて厳 しい現実が迫 っ

てきて いる。 こう した 「転換期」 ともいえ る状況 のなか で、 これ まで 日本農 業の担 い手だった

家族農業経営 のあ り方が問い直され、 また、諸外 国の農村社会 との比較研究 も進展 した。

こうして、 日本農業や農村社 会の現状 をどのよ うなもの として把握 し、 そ して今後のあ り方

を展望す るのか、が まさに焦眉の課 題 となっている。 国内にお ける産 業化 の進展や国外か らの

農産 物輸入 問題、 また、水稲 作の減 反政策や 自由市場化な どによって、 輸入農産 物 と競合 する

部門だけに とどまらず 、基幹 部門である水稲作経 営の悪化 をは じめ として、 農業の全般 にわた

る困難 が重な りあってお り、それが もた らす農 民の営農意欲 の低 下、過疎化 や都 市化 による農

村 生活 の変容な どの、 さまざまな諸 問題 が生 じて いる。

本論文 では、 こうした諸問題 を解 明するにあたって、 これ まで の農業 生産 組織にかかわ る議

論 を検 討す るなかか ら、農家経営お よびそれにも とつ く共 同化 とい う視点 を提示 した。

日本 の農 家 の特徴 として、それ 自体 が経 営主体 となって いる、 とい うことをあげ る ことがで

きる。それ は、小 生産者 としての農民すなわ ち小農 によって構 成 される家族で ある。小農 とは、

みず か ら生産 手段で ある土 地 を所 有 し、家族労 働力 に もとつ いて農業 生産 に従事す る ことに

よって、 その家族 の生計を維持す る存在で ある。そ うした小農 は、農業 生産 と家族 生活 とを一

体 として営 む農家経営 を展開 して いる。 生産手段 と生産者 との直接 的な結合 を基盤 とした、 生

産 と生活 とが包括され た 日常 として、農家経営 は存在す る。そ こで、農民 は、 みずか らの家族

を生計 の基盤 とし生活 の中心 と して いるが、そ うす るなかで、農業経営 の方針 を確定 し、経営

計画 を立 て、それ を実行 し、そ の結果 を総括す る。そ うした農民 の営みは、 たんに狭 い意 味で

の農業生産 に とどま らず、 日常生活 にお けるさまざ まな活動 にも現われ る。そ のように、農家

は経営 と生活 を一体 として営んで いる。

こうして、農 民は、みずか らの経営 と生活 をいか に組み合わせ、 どのように循環 させて い く

か を、 日々考 えて いる。農民 のそ うした さまざ まな意識諸形態のなかか ら、本論文では、 どの

よ うにみずか らの農家経営を とらえ、 どのよ うな方向で経 営を発展、維 持、縮小 させよ うとし

て いるのか、 という点 をみた。 しか し、 この営農志向は、 たんに農業生産 だ けにかかわる意識

なのではな い。経営 と生活が一体 とな っている農家 においては、 意識 もまた経営 にかかわる意

識 がそれだ けで単独 に存在するのではない。 したがって、本論文 では、農 民が、 どのよ うにみ

ず か らの農家経営 を考えてし、るのか とい う点 か ら、農 民の生活 の側 面におけ る意識 にまで踏み

込 んで考 察 して いる。 それ は、農 民のみず か らの経 営の問題だ けに とどま らず、 生産組織 のあ

り方、 さ らには地域のあ り方 にまで及 ぶ意 識のあ りようをみ てい くことにもつながっている。

ところで、 日本農業の基幹 とな っている灌概 による水 田稲作 は、 日本 の風 土に適 した農業 と

して根 づいてきた。 水稲栽培 は、 当然 なが ら水利が大 きな要 因 となる。 とくに、灌概 による水

田を利用 す るのが一般的である 日本の水稲作 にあって は、潅概設備や水利体 系の維持管理 な ど

が不可 欠 となる。 つま り、か な り規模 の大 きな水利施設 の建設 とそ の利用が 問題 となる。 こう
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した水利は、個別農家だ けで対応す る ことは困難であ り、個別農家がその経営 を自己完結的 に

営 むのはむず か しい。そ こに複数 の農家 による共同化 という事態が生 じて くる基盤がある。

また㌧農家経営 は、生産手段 と生産者 との直接的な結合 によ って営 まれるが、そ こでは、雇

用労働 力ではな く家族労働 力つま りは 自家労働 によ って農業生産 を営み、家族の生計 を維持 し

よ うとす る経営 となって いる。他方で、 この農家経営 にお いて、そ の原材料、労働手段、 さら

に生産物 はみ な商 品として売 買されて いる。 したがって、農民は小商品生産 者 として位置づけ

られ る。資本 制社会 にお ける農家経営 は、資本制的生産の圧力 を受 けつつ小生産者 としての経

営 を維持 して いか ざるをえな い。 ここに資本制社会 にお ける農家経営 の特殊性が ある。 現代 日

本 にお いて、農家 はみずか ら生産す る農産物 を商品 として販売せざ るをえないが、巨大資本 と

の圧倒 的な 生産 力格差 のもとで、つね にそ の競争 において不利な立場 に立た されて いる。

さ らには、 日本 の農家は、歴史的 にもきわめて零細な規模での経営 を余儀 な くされてきてお

り、個別経営が 自己完結的 に農業生産 を営 むことはかな りむずか しい。それ どころか、農 業生

産 によって家族 の生計 を維持す るというこ とさえ充足で きな いばあ いも多い。 とくに、戦後の

高度経済成長以降 の全般的な落層分解 のなかでは、農業所得 によって家計 を維持す ることがで

きず、農家 の兼業化が深化 して いる。そ こにもまた、複数の農家によ る共同化 という事態が生

じて くる基盤が ある。

こう して、現代 日本 にお ける農家経営 は、単一でみず か らの経営 を自己完 結的 に営む ことが

困難な状況 にある。そ こで、農家は土地 に即 して相互依存関係 を取 り結ぶ。 この、土地 に即 し

た関係 というのは、農業 とい う産業が土地 を主要な生産 手段 としてい る、 とい うことによるか

らにほかな らな い。経営 と生活 を農家の相互の関係 のなかで維持 してい こうとする。 ここに、

農村社会が、都市社会 とは異な る特徴的な社会関係 を持つ根 拠があ る。 そ うした、農業生産 に

お ける農家 の相互依存関係の形態 のひ とつが、農業生産 組織である。 ここでい う農業生産 組織

とは、戦後の 日本農村が、農地改革後 に戦後 自作農 体制が とられ、その うえで 「基本法農政」

の規模拡大推進政策の もとで、農家経営が規模拡大 を迫 られた ことぺの対応 として形成された

ものである。 このよ うに、農 業 という産業部門の特殊性 によって、 自己完結 的な経営が困難 な

農家が、相互 に共 同化をはか って生産組織 を形成 し、生産 と生活 とが一体 となった農家経営を

維持 してい こうとする。 そ こに、農業 を営む経営単位 としての農 家相互の、 共同性が現れてい

る といえるだ ろう。 そ うした共同性 が、土地 を契機 として地域 に即 して現 われ る、 とい うのが

農村 社会 の特徴 なのである。

こうした共同化は、 それぞ れの個別 農家の経営 を維持す るための もの として組織 化され てい

る。 つま り、 日本の農業 における共同化は、農家を基礎 とした共 同化 である ことが重要なので

あ り、 そ こにおいて農業 生産組織 が農 家相互の結合 として形成 されている。そ の農 家は生産 と

生活 を一体 とす る農家経営 を営 んでいる。農 家経営が めざす ものは利潤追求で はな く、そ の農

家 の家族労 働力の再 生産すなわ ち家族構成員 の生活 の維持 である。それ と同様 に、農業生産組

織 の 目的 もまた農 家経営 の維持 ひいては個別農家 の生活 の維持 にある。戦後 とくに高度経済成

長以 降に展 開 してきたと ころの農業 生産組織 は、個別農家がそ の農家経営 を維持す るために相

互 に補完 しあ う組織で ある。そ の意 味で、個別農家 の農家経営 という形態 を こえた新たな経営

形態 をとるものではな い し、 いわば企 業的経営へ と転換 して いく触媒 の役割 をはたす のではな

い。

農業 生産組織 の基礎は個別農家 の農 家経営で あって、農業生産組織 はそ の補完組織 にほか な
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らな い。農家が 自己完結できな い経営 を維持、展開するための結合、補完 としての農業生産組

織 な ので ある。 日本の農家は、その ような補完 を受けなが ら日本農業の担 い手 として存立 して

お り、 したが って また 日本の農村社会 におけ る個別農家の相互の結合の あ り方が、そ のような

補 完組織 の存在 というかたちで現われて いる。 したがってそ こでは、農家がみずか らの経営 を

いか に維持 して いくのか とい う営農志向 とのか らみあいのなかで、共 同化、組織化が と りくま

れ て いる。

以上 のように}農 業生産組 織論 を検討す るなかか ら、 農家経営、農業生産組織、営農志向 と

い う基礎範躊が導 出されたが、それ にもとつ いて約20年 間 にわた って継続的 に実施 して きた事

例 調査研究 の結果 を解析 したのが、本論文の実証部分であ る。そ こで解明 された、山形県庄内

地 方 にお ける稲作生産組織 と営農志向 の変化は、以下の通 りであ る。

1970年 代初頭 までにいわ ゆる水稲 集団栽培が崩壊 した のち、1970年 代後 半の庄 内農業 にお い

ては、稲作機械化一貫体 系の完成 によ って、水稲作が機 械操作、生物栽培管理 といった側面 を

強 めてお り、そ のなかで農家の分化が展開 して いる。 水稲作 を基幹 としなが らも、そ こで の機

械 化 による省力化が進み、その余剰労働力 を、プ ラスアル ファあるいは農外就労へ とふ りむ け

る ことによって 、家族労働力の完全燃焼がめざ されている。 したが って、多就業化が進行 し、

これ まで庄 内農業 の特徴 といわれた、等質的な稲作経営 という性格規定は もはやあては ま らな

い。農業へ の従事 と農外への就労 とが、労賃価格 とい う同一の基準で選択 され る。 さらには、

水 稲作かプ ラス アル ファか とい う選択 も、みずか らの農 業経営 をいか に有利 に進めるか という

判 断 にもとつ くことにな る。

1980年 代前半 の庄内地方では、全体的 には農家経営が多様 な形態 で組み立て られて いく傾向

をおびて いた。機械化の進行 のなかで省力化が進み、大 幅 に余剰労働力が生み出 され、 この余

剰 労働力 の完全燃焼 を各農 家は模索 して いる。余剰労働 力の燃焼 の仕 方が多様 に試み られて、

農 家経営 の細分化 をもた らしてきて いる。つ ま り、家族 労働力 による耕作可能面積が拡大す る

ことによって受託 による水稲 作の拡大 をはか る農家、他 方では少数では あるが転作 をも含めて

プ ラス ・アル ファ部門の拡大 による複合経営 をめざす農 家、さ らには委託 によ って農業離脱 に

向か う農家、 とい った類型化 にむか う過渡的な状況 にある。共同化 もまた、個別農家 の経営状

況 と同様 に、多様な形態 が選 択 されている。そ してそ こには、共同に参加す るそれぞれの農家

の個々 の経営 に有利なかぎ りで、 とい う利害が働いている。個別 農家が価 格計算によ って有 利

と判 断 したかぎ りでの多様な経 営形態 をとってお り、そ の うえに、個別 経営の利害が保証 され

るか ぎ りでの共同化 として、農 業生産 組織 が形成 されて いる。 つ まり、 個別農 家の農家経営 に

とって有利 と判 断 され たかぎ りでの組織化 が、 多様 な小規模 かつ機能別 の有志 共同組織 として

展 開 した。 さらに、 このよ うな異質化 とともに、農外就 労 も増加 し、農 業部門への従事 と農外

へ の就労 とが、 その所得 の多寡 とい う基準 で選択 され る。そ の どち らを選択 するのかは、 みず

か らの農家経営 を有利 に進 めるための家族 労働 力の配分 の問題 となる。 さ らには、農 業経営 の

選択 もまた経営 そのものにとって有利 か どうか という判 断に もとつ く。それ を どのよ うに組 み

合 わせるか とい う 「職業選択」 となっている。 こう して農家経営 の多様化 とい う傾 向に拍車 が

か かる ことになった。

その傾向が、1980年 代後 半には鮮 明に現われた。水 稲作の機械化 による省力化 とプラス アル

フ ァの追求 との分化が進み、 また、農業 にふ み とどまる農家 と農家か ら離脱 していく農家 との

分化 も進 んだ。 庄内地方 の稲作農民 は、みず か らの農家経営 の維持 ・安定 と家計 の確保 をめ ざ
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して、個別的に多様 な経営形態 を選択 して いる。農業維持 を志向す る農家 と農業離脱 を志向す

る農家、 また農業維持 を志 向す る農 家のなか でも稲作部門 に志 向す る農家 とプ ラスアル ファ部

門に志向する農 家、 とい うように農家 の営農志 向は類型化 して いる。それは、水稲作志向、複

合経営志向、農外就労志 向 とい う3つ の営農志 向と して と らえ られた。

こうして、 この時期 の庄 内地方 では、個別農家が価格計算 によって有利 と判断 したかぎ りで

の多 様な経営形態 を とって いる。そ こで は、それぞれの農家経営 の多様化が進んでい る。 それ

は、 家族労 働力 にも とつ いて い る以 上 もち ろん家族経営 という形態 にお いて の ことだ けれ ど

も、 家族労働力を合理 的に配分 し、農家経営 を維持 してい る。 このよ うな経営の合理化 をふ ま

えて 、それぞれ の農家が さまざ まな経営条件 にみ あった多様な経営形態 をとる、 とい う農家経

営 の多様化が展 開されて いる。 したが って、 生産 と生活 を一体 とした個別農家の農家経営は、

いわば 家族 労働 力による 「総力戦」 といった様相 を示 して いる。その うえ に、個別 経営の利害

が保 証 されるかぎ りで の共 同化 と して、農業 生産組織が形成 されてお り、そ のかぎ りでの集落

め枠 組 も存在 して いる。各個別農家 の営農形態が多様化 し、農外就労 をもと りまぜ た展開 をみ

せて いるが、そ のような多様な展開が、集落 とい う大きな集団のなかで、 またい くつかの有志

共 同のグル ープのなかで、 まとま りをみせつつ展開 してい る。 きび しい農業環境のなかで、そ

れへ の集 団的な対応 として、生産組合が、 さらにいえば 集落がふたたび重要な役割 をはたすよ

うになってきて いる。

しか し、1990年 代 にはいると、農業 の危機 的状況 は深刻化 の一途 をた どってきた。 水稲作志

向、複合経営志向、農外就労志向 として検 出 された多様 な営農志 向は、 もはやそれ ぞれの展望

をもちえる状態 にはな いかのよ うな局面 にさしかかってい る。いわば 「総崩れ」的な減少 を招

きかねな いような予兆す ら感 じさせて いる。 けれ ども、 そのよ うななかで も、た とえば畑作物

にみ られ たような、前進的な動向がな いわけではない。 出荷共同 とい うかたちで生産部面か ら

ふみだ して共 同化 を模索する方向 もみ られた。巨大な流 通機構 を相手に して、個別 農家の力だ

けで有利な販売 をお こな うことは困難である。そ こに、集 落を範囲 としてま とまる必 要性 が生

じて きて いる。農業の危機的状況のなかで、個別農 家がそれぞ れの農 家経営の生き残 りをかけ

て さまざ まな経営の方向 を試 みたひ とつが、共同出荷 とい う形態 の共 同化なのである。

庄内地方の稲作生産組織 は、集 団栽培組 織か ら有志共 同組織へ、そ して重層す る諸組織へ と

変遷 して いる。 それ とともに、 営農 志向 も農外就 労志 向が圧倒 的 となった ものの、 しか しなお

残 る水稲作志向、複合経営志 向を もった稲 作農 民が、 しぶ とく庄 内農 業を支 えて いる。

今後の営農志向は、多様 な農 家経 営の もとで、 さまざまな方 向を とりなが らも、農 家経営 の

維 持 とい う一一点 を中軸 として展 開 してい くことになるだ ろ う。そ の農 家経営 は、 これ まで もそ

うだったよ うに今後 も相互 に補完 しあわ ざるをえな い。そ してそ の必要性 はよ り深刻化 して い

る。 その意 味で、今後 の稲作 生産組織 は、農 業の危機 のなかで の個別農家 の経営 を守 るた めの

共 同、 とい う側 面を強 くして い くので はな いだろうか。そ ういうなかで の組織 のあ り方 として

は、 当面 は、受委託組織 とりわ け組織 内で相互 に請負 をお こな う稲作 生産組織 として の形成が

進 む と思われ る。

そ のさいの組織化は、以前の ような水稲集 団栽培の ものではな いことは明 らかであ る。また、

個別農家 の経営利害 にとって有利 とな るか ぎ りで の有志共 同組織では あるものの、それだ けに

は と どま らな い。 これか らの稲作生産組織 は、個別農家があ くまで もみずか らの農家経営 を維

持 して い くた めの相互防衛の組織 として展開 してい くと思われ る。そ して、そ こに集落のま と
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ま りが機能す る。つ ま り、個別農家の相互の補完 関係を生産 組合が担 ってい く。集 落を枠 組み

として、そ こにお いて農家が相互 に結合す る組織 として生産組合が位置づけ られ、その内部 に

当の生産組合員か ら農作業 を受託する有志共同組織 が活 動する。生産組合 とその内部の有志共

同 との、 いわば重層す る組織 として稲作生産組織 が展開 してい くと思われる。以上が、今 後の

日本農村社会 を展望 しての本論文の結論である。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文は、内外の厳 しい環境の許で危機 的な状況 をみせている今 日の 日本農業において、 農

業生産組織が いか に形成 され、展開 しているのか、 そ して、 そ こでの農民が どのよ うな農 家経

営 を志向 して いるのか、 その ことによ って農村社 会がいかに維 持 されているのか、 を論者 の経

験的研究 の成果 を援 用 して解 明 した ものである。 具体 的には、 山形県庄内地方 の水稲単作 地帯

を対象 として、過去20年 間にわたって実施 してきた論者 の 「定点観測」 的な事例調査研究 に も

とついて、農業生産に とっていわゆる 「転換期」ともいえる状 況の下での稲作 生産組織 の変容、

そ して稲 作農民の営農志 向の変 容を、高度 経済成長以 降の時 系列的な追跡によって明 らか に し

た ものであ る。 併せ て、論者 は本論 文において、水稲作 中心 の農村社会の今後 を展望 しよ うと

す る。

如上の意図に もとついて、序 章では、 本書 を通底す る問題 の所在、方 法 と構成 が簡 潔に述 べ

られ、さ らに本書の鍵概念で ある農 家経営 と農業 生産組織 の特 性が達意 に論 じられ る。そ こで

は端 的に、農家経 営そ して農業 生産組織 が農業生産 に とどま らず 、農 民の生活 の側 面まで も含

み こんだ ものである ことが指摘 され る。

本論文は、 こう した序 章 を受 けて、農 業生産 組織 論 を検 討す る第1章 、一定 の時期区分 に即

して 日本農業 と農村社会 の変動 とのかかわ りで事例対象地 にお ける稲作 生産組織 の変容 と稲作

農 民の営農志 向の動 向を検討す る第1～V章 、そ して以 上の展 開か ら浮 かぶ論点 を開示 し、水

稲作 を中心 とした農村社会 の今後 を展望す る終章、か らな る。

まず第1章 では、 日本農業 の担 い手、農村社会 の基本単位 は農 家で あ り、それ は農家経営 と

してすなわち家族労働 力にもとつ いて家族 の生活 を維持す るた めに営 まれ る とす る吉 田寛一 の

農家経営論 が取 り上げ られ、そ の延長線 上で農業生産組織 を農家経営 の結合、補完 と して と ら

える綿谷赴 夫の議論が確認 され る。次 に、「家族協業の解 体」を前提 にして、「ワンマ ン・ファー

ム」が確 立できな いという現 状か ら、 「生産者組織」 として の農 業生産 組織 による補完 を説 く

梶井功 の立論、集落 を枠組み として、地権者組織 による委託 を受 ける中核農家 の受託組織 と し

て農業生産組織 を構想 し、そ こにお いて規模の経済が展開す るという高橋正郎 の立論が批判的

に論及 され る。そ して最後 に、農業生産組織 として現われてい る農家相互の結合 と、村落社会

として現われて いるそれ とを、無償労働組織 として連関 させた 島崎稔 の 「共 同無償労働組織」

論、家 と村 を 「生活組織」 として とらえる立場か ら、島崎の 「共 同無償労働組織」論 を展開 さ

せて、無償労働組織 としての村 落の存立 とその解体 を踏 査 した細谷昂 の一連 の実証研 究の成果

が検 討 に附 され る。

第 ■章で は、1970年 代半ばで稲作機械化一貫体系が完成 し、その もとでの機械 操作、 生物栽

培管 理 といった水稲 作の管 理労働 へ と比重を移 し、 その結 果、機械化 による省力化が進み、そ
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の余剰労働力 を、 プ ラスアル フ ァあるいは農外就労へ とふ りむ けることによ って、 家族労働力

の完全燃焼 をめざ していた1970年 代後半の庄内農業 の動 向が 浮き彫 りにされる。そ してそ こで

の農家経 営の分化、合 理化 の進展 に符 節を合わせて、稲作生産組織が大規模な集団栽培組織で

はな く、小規 模 の有志 によ る共 同作業 とい う形態 で営 まれ て い く傾 向のある ことが 指摘 され

る。

第 皿章では、1980年 代前半の庄内地方 において、如 上の70年 代後半の動向が加速 され、農家

経営 がいっそ う多様化 し、家族労働 力による耕作可能面積 を拡大す ることによって受託によ る

水稲 作の拡大をはかる農家、他方で 少数で はあるが転作 をも含めてプ ラスアル ファ部門の拡大

による複:合経営 をめざす農家、 さ らには委託 によって農 業離脱 にむか う農家、への分化 の兆 し

がみ られ る ことが指摘 され る。そ して こうした経営形態 の多様化 の上 に、個別経営の利害が保

証 されるかぎ りでの共 同化 と して、農業 生産組織が形成されてい ることが観取 される。併せて、

家産 の保持 にも とついた家 を中心 とす る 「マイホーム主義」、高位平準 化 された消 費生活、小

生産者 としての経営的手腕の発揮 という状況のなかにいる農 民意識のあ り様が検 討 される。

第IV章 では、80年 代後半 に入 って農業 をと りまく条件 が悪 化 し、機械化 の大型化、 利便 化が

いっそ う進 むなか で、経 営の合 理化 をふ まえて、それぞ れ の農 家 が さまざまな経営 条件 にみ

あった多様 な経営形態 をとるよ うにな った こと、そ してその結果、80年 代前半 にみ られた農家

経営 の分化が3つ の営農志向、すなわち水稲作志 向、複合経 営志向、農外就 労志 向 として くっ

き りと立 ちあ らわれ るようにな った ことが指摘 される。そ して、営農技術 の指導や農協 の下部

組織 として の連絡事務 にとどま らず、農家相互 の共同化 を調 整す る機能 を担って立 ちあ らわれ

て きて いる生産組合 に目がそそがれ る。 もっ とも前者 についていえば、80年 代末には、 水稲作

志向 の困難、複合経営志向の伸び悩み、そ して農外就労志 向の拡大 とい う様相 を呈す るよ うに

な った という。

第V章 で は、90年 代前半を射程に入れて、農 業の危機 的状況 が深刻化の一途をた どっている

こと、そ して水稲作志向、複合経営志向、農外就 労志 向 として検 出 きれた多様な営農志 向が、

もはや農外就労志向以外は展望 を もちえる状態 にはない ことが指摘 され る。他方 で、個別農 家

がそれぞれ の農家経営の生き残 りをかけてさまざまな経営 の方 向 を試 みたあげ く、共 同出荷 と

い う形態の共同化 が観 られ るよ うになっている ことが 力説 され る。 論者 によれば、 こうした動

向は、 農家が農家である ことを維 持 し、 したがって農業 の担 い手 として存続 しよう とす る営農

志 向 の現 われ であ り、 また個 別農 家 にお ける合理的経 営の志 向が その基礎 とな って い る とい

う。

さて終章では、 本論文 の鍵概念 であ り響導概念で もある農家経営が農外就労 をも含 めて、農

業 生産 とともに経営全体 を包括す る もの として あること、 また稲作生産組織 の特質が一 に農家

経営 の補完 として ある ことが指摘 され た後で、第H章 か ら第V章 の展 開が、(1)農家経営 の変遷

に即 して、す なわ ち農家経営 の分化→合理化→多様化のプ ロセス を通 して、(2)稲作生産組織 の

展開 に即 して、すなわ ち水稲集 団栽培 の解体→有志共同組織 の叢生→重層的な稲作生産組織 と

いう道筋 に沿 って、そ して(3)営 農志向 の変容 に即 して、すなわち、分化→3類 型化→混迷 の裡

に整序 され る。論者 によれば、 こう した展開 の延長線上 に、水稲作 中心 の農村社会の今後 を展

望す ることはきわめてむつか しいが、農家経営が今後 も相 互 に補完 しあわざ るをえない こと、

そ して今後 の稲作農民組織が、農業 の危機のなかでの個別 農家 の経営 を相互 に守るための共 同

という側面 をいっそ う強めて いくであ ろうことを予想す る。
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以 上、観 られ るように、本論文は、農業生産組織 にかかわ る先行研究 を周到 に検 討 し、 そ こ

か ら得 られ た論点 と課題 を、論者の山形県庄 内地方 の約20年 間にわたる個別事例 の調査研究 の

結果 とつ きあわせて、稲作生産組織 と営農志向 の変化 を跡 づけた ものである。本論文 は論 者 自

らが述べて いるよ うに、農家経営や農業 生産組織 を、そ の経営 内容や組織形態だけ に絞 り込 む

のではな く、そ うした経営や組織 を構成す る農民や家族が どのよ うな農業 のあ り方、 あるいは

生活や社会の とらえ方 を しているのか、 ということもふ まえて検 討 して いる点 に最大 の特徴が

あ る。 この ことは、論 者が本論文を通底 して、生産 と生活 とが一体 とな った農家経営 に共振 し

てい ることと無関係で はない。

ところで本論文 は、 特定 の事例 の定点観測の結果 に依拠 して いる。そ の際、論者は種々 の次

元 の資料 を駆使 し、個別事例 のもつ重み を重視 しなが ら、それ に埋没 しない構造の側面の分析

を怠 って いない。 とはいえ、他方で、構造的枠 組みをアプ リオ リに設定 して、個々の事象 をそ

れ に流 し込 んで い くという これ まで の農村研究 に支配的 に観 られた構造分析の手法に も距離 を

置 いている。 こう した手法は、熟達 したモ ノグラ ファーであっては じめて可能になる もので あ

る。 いずれ にせ よ、通説 の精緻な批判的踏査の上に、 長期 にわた る経験 的研 究によって得 られ

た知見 をふ んだ んに駆使 して 自説 を展開 し、 テーマに関す る全体像 を提示 している本論 文は、

斯界 に大 きな波紋 を投げか けて いるだ けでな く、 その裾 野を広げ ることに貢 献 している。

よって、本論文 の提出者は、博士(文 学)の 学位 を授 与され るに十分 な資格 を有す る もの と

認め られ る。
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